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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 28175
組合名称 全国信用保証協会健康保険組合
形態 総合
業種 金融業、保険業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

6,379名
男性71%

（平均年齢45.7歳）*
女性29%

（平均年齢40.9歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 12,318名 -名 -名
適用事業所数 54ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

195ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

90‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 45 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 4,752 ∕ 5,547 ＝ 85.7 ％
被保険者 3,578 ∕ 3,792 ＝ 94.4 ％
被扶養者 1,174 ∕ 1,755 ＝ 66.9 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 86 ∕ 683 ＝ 12.6 ％
被保険者 84 ∕ 609 ＝ 13.8 ％
被扶養者 2 ∕ 74 ＝ 2.7 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 4,805 753 - - - -
特定保健指導事業費 4,320 677 - - - -
保健指導宣伝費 21,394 3,354 - - - -
疾病予防費 148,565 23,290 - - - -
体育奨励費 4,900 768 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 0 0 - - - -
　
小計　…a 183,984 28,842 0 - 0 -
経常支出合計　…b 4,119,170 645,739 - - - -
a/b×100 （%） 4.47 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み
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(人)
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男性（被保険者）男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 199人 25〜29 430人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 493人 35〜39 541人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 395人 45〜49 521人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 600人 55〜59 461人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 592人 65〜69 272人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 26人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 2人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 191人 25〜29 285人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 241人 35〜39 217人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 166人 45〜49 222人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 241人 55〜59 164人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 126人 65〜69 30人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 437人 5〜9 399人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 380人 15〜19 421人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 258人 25〜29 33人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 12人 35〜39 5人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 4人 45〜49 2人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 6人 55〜59 4人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 7人 65〜69 5人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 6人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 394人 5〜9 374人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 376人 15〜19 422人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 225人 25〜29 46人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 125人 35〜39 195人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 208人 45〜49 296人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 369人 55〜59 351人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 314人 65〜69 121人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 32人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
１．小規模な総合健康保険組合（被保険者数６，３５３名、被扶養者数５，９３９名、加入者数１２，２９２名）（５年３月末）である。
２．適用事業所は、全国に点在している。
３．被保険者は男性が約７割を占めており、４０代未満の被保険者より４０代以上の被保険者数が多い。
４．当健保組合には、医療専門職が不在。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　「赤ちゃんとママ」誌配付
　保健指導宣伝 　「社会保険の知識」誌配付
　保健指導宣伝 　「すこやかファミリー」誌配付
　保健指導宣伝 　健康者表彰
　保健指導宣伝 　健康管理事業
　保健指導宣伝 　保険事務説明会
　保健指導宣伝 　その他
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　健保連情報紙購入
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　保健指導相談会
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品の利用促進事業
　疾病予防 　生活習慣病健診・人間ドック
　疾病予防 　電話健康相談
　疾病予防 　メンタルヘルス電話並びに面接相談
　疾病予防 　メンタルヘルス管理職研修
　体育奨励 　体育奨励事業
　体育奨励 　地区別体育大会
事業主の取組事業主の取組
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

5 「赤ちゃんと
ママ」誌配付

○育児専門書を毎月自宅あてに郵送して、最新の情報が得られる。
○多くの情報が蔓延している中で、的確な情報を得られる。 全て 女性

18
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 625 - - - -

2 「社会保険の
知識」誌配付

新入職員、再雇用者、任意継続被保険者に社会保険制度の基礎的内容
を理解していただく。 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 140 - - - -

2
「すこやかフ
ァミリー」誌
配付

季節に合わせた疾病予防記事、メタボリックシンドローム対策、低エ
ネルギーのヘルシー料理、メタボ健診受診のすすめなど、家庭の健康
に役立つ情報を提供。

全て 女性

18
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 4,386 - - - -

2 健康者表彰 健康の重要性を認識させ、健康管理の促進の一環として実施。 全て 男女

19
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 1,200 - - - -

2,5 健康管理事業 健康管理委員を通じて役職員に特定健診・特定保健指導の重要性を認
識していただき、事業所とのコラボヘルスを推し進める。 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 1,365 - - - -

1 保険事務説明
会

健康保険事務担当者を対象に、事務の手続や基礎的事項を健保組合担
当者より適切に説明をする。 全て 男女

18
〜（
上
限
な
し）

基準該
当者 300 - - - -

8 その他 組合役職員の社会保険知識の向上 一部の
事業所 男女

18
〜（

上
限
な
し）

その他 147 - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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個別の事業個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診（被
保険者）

特定健診後の効果的な情報提供や結果分析により、被保険者の健診に
関する関心を高め、被保険者の受診率向上と健康増進を目指す。 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 2,112 - - - -

3 特定健診（被
扶養者）

特定健診後の効果的な情報提供や結果分析により、被扶養者の健診に
関する関心を高め、被扶養者の受診率向上と健康増進を目指す。 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 3,391 - - - -

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
糖尿病等の生活習慣病（メタボリックシンドロームを含む）予備軍に
生活習慣病に移行させないため、対象者が自らの生活習慣における課
題に気づき、健康的な行動変容を自ら実践できるように支援する。ま
た、特定保健新指導率を向上させ、特定保健指導対象者の減少を目的
とした効果的なアプローチを行う。

全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 3,705 - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2 機関誌発行

加入者への情報提供、広報。
○当組合の現況の説明
○特定健診受診率の向上
○特定保健指導実施率の向上
○生活習慣病の減少率の向上
○ジェネリック医薬品の利用促進の向上

全て 男女
18
〜
74

被保険
者,任意
継続者

5,716 - - - -

2 健保連情報紙
購入

健康保険組合連合会の活動報告や健康保険組合が置かれている情報発
信の提供。 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 374 - - - -

2 医療費通知
医療機関（医科・歯科・調剤）、柔道整復師等の保険給付した内容を
毎月、受診した被保険者、被扶養者を対象に発行し、事業所あてに送
付する。また、任意継続被保険者は自宅あてに送付する。自身の使用
した医療費を理解していただくことを目標とする。

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 240 - - - -

1,2,5,
6

保健指導相談
会

事業所で実施する、メンタルヘルス研修や生活習慣病研修等の講演、
個別指導、研修を通じて、被保険者の健康維持、メンタル不調者の早
期発見、早期対策を目的として実施する。

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 1,134 - - - -

7
ジェネリック
医薬品の利用
促進事業

当健保組合と全健保組合や東京に所在している総合健保組合等、色々
な検証方法から使用率を比較、分析し、使用率の向上を目標とする。 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 1,400 - - - -

疾
病
予
防

3
生活習慣病健
診・人間ドッ
ク

健診率の向上、特に配偶者健診率の向上のため、広報活動を強化する
ことを目標とする。 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 142,950 - - - -

6 電話健康相談 病院に受診する前に電話相談を活用することによって、夜間・休日診
療や重複診療の削減等により適正受診の向上を目標とする。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 1,910 - - - -

6
メンタルヘル
ス電話並びに
面接相談

精神疾患による医療費、傷病手当金の減少。 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 550 - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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5 メンタルヘル
ス管理職研修

精神疾患の職員の早期発見、コミュニケーションの取り方、必要であ
れば受診勧奨を促す。また、復職者へのアプローチの仕方等を学ぶこ
とを目標とする。

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,基準
該当者

2,000 - - - -

体
育
奨
励

8 体育奨励事業 被保険者が体育事業やレクレーション等を通じて、健康増進や職場環
境のリフレッシュを図る 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 1,451 - - - -

8 地区別体育大
会 体育事業を通じて事業所間の健康増進や親睦、リフレッシュを図る。 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 2,020 - - - -

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因

7



事業主の取組事業主の取組

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因

8



STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 特定健診 特定健診分析 特定健診　標準分析　１３～１４

イ 特定健診 特定健診分析 特定健診　事業評価分析　１５～１６

ウ 特定保健指導 特定保健指導分析 特定保健指導　標準分析　１７～１９

エ 特定保健指導予備群向け生活改善指導 特定保健指導分析 特定保健指導予備群向け生活改善指導　事業評価分析　２０

オ 特定保健指導予備群向け生活改善指導 特定保健指導分析 特定保健指導予備群向け生活改善指導　事業評価分析　２１

カ 肥満者対策 健康リスク分析 肥満者対策　標準分析　２２
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キ 肥満者対策 健康リスク分析 肥満者対策　標準分析　２３

ク 生活習慣病重症化予防（治療放置者対策） 健康リスク分析 生活習慣病重症化予防（治療放置者対策）　２４

ケ 生活習慣病重症化予防（治療放置者対策） 健康リスク分析 生活習慣病重症化予防（治療放置者対策）　標準分析　２５

コ 生活習慣病重症化予防（治療放置者対策） 健康リスク分析 生活習慣病重症化予防（治療放置者対策）　事業評価分析　２６

サ 生活習慣病重症化予防（治療放置者対策） 健康リスク分析 生活習慣病重症化予防（治療放置者対策）　事業評価分析　２７

シ 生活習慣病重症化予防（治療放置者対策） 健康リスク分析 生活習慣病重症化予防（治療放置者対策）　事業評価分析　２８～３１

ス 生活習慣病重症化予防（治療中断者対策） 健康リスク分析 生活習慣病重症化予防（治療中断者対策）　３２
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セ 糖尿病性腎症重症化予防 健康リスク分析 糖尿病性腎症重症化予防　事業評価分析　３３～３６

ソ 歯科対策 健康リスク分析 歯科対策　標準分析　３７

タ 歯科対策 健康リスク分析 歯科対策　事業評価分析　３８～４１

チ ジェネリック対策 健康リスク分析 ジェネリック対策　標準分析　４２～４３

ツ ジェネリック対策 後発医薬品分析 ジェネリック対策　事業評価分析　４４～４５

テ ポリファーマシー対策 健康リスク分析 ポリファーマシー対策　標準分析　４６

ト ポリファーマシー対策 健康リスク分析 ポリファーマシー対策　事業評価分析　４７～５６

11



ナ 事業所別健康レポート（コラボヘルス促進） 健康リスク分析 事業所別健康レポート（コラボヘルス促進）　５７～６９
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行動特性〈年度別健診受診率〉

全体でも目標値である85％に対し0.7ポイント超過達成している

0

20

40

60

80

100

28.4%
(1,669人)

71.6%
(4,218人)

2018年度

18.1%
(1,055人)

81.9%
(4,779人)

2019年度

18.2%
(1,047人)

81.8%
(4,708人)

2020年度

20.1%
(1,139人)

79.9%
(4,523人)

2021年度

14.3%
(797人)

85.7%
(4,761人)

2022年度

未受診 受診

受
診
率
（
％
）

※対象：各年度継続在籍者
※年齢：各年度末40歳以上

年度別健診受診率（被保険者・被扶養者別）年度別健診受診率（全体）

0

20

40

60

80

100
18.6%
(679人)

81.4%
(2,976人)

6.3%
(229人)

93.7%
(3,433人)

5.8%
(211人)

94.2%
(3,428人)

10.1%
(365人)

89.9%
(3,248人)

3.2%
(115人)

96.8%
(3,487人)

0

20

40

60

80

100

44.4%
(990人)

55.6%
(1,242人)

2018年度

38.0%
(826人)

62.0%
(1,346人)

2019年度

39.5%
(836人)

60.5%
(1,280人)

2020年度

37.8%
(774人)

62.2%
(1,275人)

2021年度

34.9%
(682人)

65.1%
(1,274人)

2022年度

被
保
険
者

被
扶
養
者
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被
保
険
者

被
扶
養
者

551

758 781

592 628

167

0

20

40

60

80

100

0

100

200

300

400

500

600

700

800
96.2% 98.1% 97.0% 97.7% 96.6% 93.8%

58.8%

10

163
239 251 233 242

134

0

20

40

60

80

100

0

100

200

300

400

500

600

700

800

71.5%

40-44

73.1%

45-49

69.9%

50-54

67.5%

55-59

65.8%

60-64

49.1%

65-69

21.4%

12

70-

行動特性〈年齢階層別健診受診率〉

被扶養者では特に60代後半～70代の健診受診率が低く、よりリスクの高まる世代における健康把握ができて
いない

受診者数 受診率 受診率平均

受
診
者
数
（
人
）

受
診
率
（
％
）

年齢階層（歳）

2022年度年齢階層別健診受診率

健診
受診率

96.8%

健診
受診率

65.1%

※対象：2022年度継続在籍者
※年齢：2022年度末40歳以上
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※対象：2020~2022年度継続在籍被扶養者
※年齢：2020年度末40歳以上

パターン
受診状況 該当者

1

2

3

4

5

6

7

8

人数

906

割合

51.9%

99 5.7%

95 5.4%

71 4.1%

81 4.6%

52 3.0%

72 4.1%

371 21.2%

特定健康診査〈被扶養者の3か年健診受診状況〉

被扶養者において直近3年連続健診未受診者が多く存在し、リスク状況が未把握の状態が長く続いている

51.9%
(906人)

連続受診群
（3年連続）

26.9%
(470人)

浮動層群
（1~2回受診）

21.2%
(371人)

未受診群
（3年連続）

2020 2021 2022

〇 〇 〇

〇 〇 ×

× 〇 〇

〇 × 〇

〇 × ×

× 〇 ×

× × 〇

× × ×
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■所見：特定保健指導域の検査数値
■医療機関受診：下記いずれかに該当(2022年度内)

・3か月に1回以上の受診有り(医科・調剤レセプト)
・6か月で生活習慣病の血液検査が1回以上有り（医科レセプト）

特定健康診査
〈健診未受診群のパターン分析〉

※対象：2021~2022年度継続在籍
2022年度健診未受診者

※年齢：2021年度末40歳以上

分類

パターン ①

パターン ②

パターン ③

パターン ④

パターン ⑤

パターン ⑥

合計

人数

34

構成 人数 構成

32.7% 100 15.5%

13 12.5% 33 5.1%

4 3.8% 19 2.9%

4 3.8% 10 1.6%

32 30.8% 313 48.5%

17 16.3% 170 26.4%

104 645

直近年度健診未受診者の内、2年連続未受診者が多くを占めている。また未受診者の中には普段から医療機関
に受診している者も多く存在しているため、個別の状況に合わせた介入が必要

健診 所見

○ ○ ○

○ ○ ×

○ × ○

○ × ×

× - ○

× - ×

2021年度 2021年度 医療機関
受診状況

被保険者 被扶養者
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行動特性
〈特定保健指導対象者割合（全体）〉

服薬者割合が2018年度と比較し増加している。正常群の割合が減少
している

■情報提供の内在リスクの判定基準
・肥満： BMI25以上、または腹囲85cm（男性）・90cm （女性）以上
・検査値リスク有：下記のいずれか1つ以上該当
①血糖：空腹時血糖100mg/dl以上

（空腹時血糖を未測定の場合は、HbA1c 5.6%以上）
②脂質：中性脂肪150mg/dl以上またはHDLコレステロール40mg/dl未満
③血圧：収縮期血圧130mmHg以上または拡張期血圧85mmHg以上

11.0%

8.2%

7.1%

20.8%

29.2%

23.6%

0

20

40

60

80

100

7.3%
(329人)

7.3%
(331人)

2021年度

24.5%
(1,166人)

34.8%
(1,655人)

23.1%
(1,106人)

6.1%
(291人)

7.3%
(347人)

7.1%
(336人)

2022年度 他組合
2022年度

21.8%
(919人)

20.3%
(966人)

36.9%
(1,558人)

19.8%
(836人)

5.8%
(243人)

7.6%
(319人)

8.1%
(343人)

2018年度

35.6%
(1,699人)

19.4%
(927人)

6.1%
(290人)

7.3%
(347人)

8.6%
(410人)

2019年度

23.9%
(1,123人)

34.1%
(1,607人)

20.3%
(955人) 20.0%

(903人)

5.7%
(270人)

8.0%
(375人)

8.0%
(378人)

2020年度

24.7%
(1,118人)

35.4%
(1,600人)

5.4%
(242人)

服薬

情報提供（非肥満_検査値正常）

情報提供（非肥満_検査値リスク有）

情報提供（肥満_検査値正常）

動機付け支援

積極的支援

構
成
割
合
（
％
）

特定保健指導対象者割合（全体）

※対象：各年度継続在籍者 ※年齢：各年度末40歳以上
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行動特性
〈特定保健指導対象者割合（被保険者・被扶養者別）〉

12.6%

8.5%

7.6%

20.7%

26.6%

24.0%

0

20

40

60

80

100

8.0%
(260人)

9.5%
(310人)

2021年度

24.9%
(869人)

30.8%
(1,074人)

23.9%
(819人)

6.7%
(234人)

8.0%
(280人)

9.0%
(315人)

2022年度 他組合
2022年度

23.2%
(689人)

20.5%
(715人)

31.3%
(930人)

19.9%
(593人)

6.7%
(198人)

8.4%
(251人)

10.6%
(315人)

2018年度

30.3%
(1,039人)

19.9%
(682人)

7.0%
(241人)

8.1%
(277人)

10.9%
(375人)

2019年度

24.5%
(839人)

29.5%
(1,012人)

20.4%
(699人) 20.2%

(656人)

6.6%
(225人)

8.9%
(304人)

10.2%
(349人)

2020年度

25.4%
(825人)

30.6%
(993人)

6.3%
(204人)

服薬 情報提供（非肥満_検査値正常） 情報提供（非肥満_検査値リスク有） 情報提供（肥満_検査値正常） 動機付け支援 積極的支援

構
成
割
合
（
％
）

※対象：各年度継続在籍者 ※年齢：各年度末40歳以上

3.2%

6.7%

4.6%

21.1%

42.6%

21.9%

0

20

40

60

80

100

5.4%
(69人)

1.6%
(21人)

2021年度

23.3%
(297人)

45.6%
(581人)

21.3%
(287人)

4.5%
(57人)

5.3%
(67人)

1.6%
(21人)

2022年度 他組合
2022年度

18.5%
(230人)

19.7%
(251人)

50.6%
(628人)

19.6%
(243人)

3.6%
(45人)

5.5%
(68人)

2.3%
(28人)

2018年度

49.0%
(660人)

18.2%
(245人)

3.6%
(49人)

5.2%
(70人)

2.6%
(35人)

2019年度

22.2%
(284人)

46.5%
(595人)

20.0%
(256人) 19.4%

(247人)

3.5%
(45人)

5.5%
(71人)

2.3%
(29人)

2020年度

23.0%
(293人)

47.6%
(607人)

3.0%
(38人)

被扶養者被保険者

特定保健指導対象者割合（被保険者・被扶養者別）

■情報提供の内在リスクの判定基準
・肥満： BMI25以上、または腹囲85cm（男性）・90cm （女性）以上
・検査値リスク有：下記のいずれか1つ以上該当
①血糖：空腹時血糖100mg/dl以上

（空腹時血糖を未測定の場合は、HbA1c 5.6%以上）
②脂質：中性脂肪150mg/dl以上またはHDLコレステロール40mg/dl未満
③血圧：収縮期血圧130mmHg以上または拡張期血圧85mmHg以上
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2022年度年齢階層別特定保健指導対象者割合

40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-

被
保
険
者

被
扶
養
者

特定保健指導
対象者割合

特定保健指導
対象者割合

5.9% 5.9%

8.8% 6.2%

15.1% 18.1%

62.8% 59.8%

6.3% 7.1%

1.3%

自健保 他組合

3.0%

行動特性
〈年齢階層別 特定保健指導対象者割合〉

被保険者は他組合と比べ60代以降の服薬者割合が高い。薬剤に頼ら
ない、正常群の割合を高める働きかけが必要

8.7%
13.4%

9.3%
9.0%

7.4%

11.0%

20.7%

18.8%

47.7%
40.4%

6.2% 7.4%

0

20

40

60

80

100

自健保 他組合

9.2%
14.3%

8.2%

9.1%
8.7%

9.3%

18.9%

20.7%

41.2%
32.5%

13.9% 14.2%

自健保 他組合

11.1% 13.8%

7.4%
8.5%

6.1%
7.4%

23.8%
21.8%

31.9% 25.1%

19.6% 23.3%

自健保 他組合

8.3%
12.5%

7.1%
7.3%

7.4%
5.7%

21.3%
21.8%

23.5% 18.8%

32.4% 33.9%

自健保 他組合

9.7% 10.5%

5.4% 6.1%

20.2% 20.8%

15.1% 13.3%

45.5% 45.2%

4.0%

自健保 他組合

4.1%

19.8%

5.4%

13.8%

11.4%

8.4%

19.5%

55.1%

9.9%

53.3%

0.0%

自健保

3.1%

0.4%

他組合

10.0% 11.8%

20.0%

70.0%

17.8%

7.7%

60.0%

0.0%0.0%

自健保

2.3%

0.3%

他組合

0.0%

4.3%

8.0%
4.9%

11.7%

7.0%

74.2%

13.6%

68.7%

0

20

40

60

80

100 1.8%

0.0%

自健保

3.3%

2.5%

他組合

5.2% 5.9%

3.6%

5.0%

20.3%
22.6%

55.8% 48.2%

12.0% 14.6%

3.2%

自健保

3.6%

他組合

5.2%

27.0%
25.0%

36.9%
36.6%

28.3% 25.7%

1.3%

3.4%

自健保 他組合

3.0%
4.0%

3.5%

5.6%

4.8%

23.6%

25.3%

25.2%

24.4%

44.6%
36.9%

2.5%

自健保 他組合

3.3%0.8%

2.9%
13.4% 13.6%

14.2%

16.4%

21.8%

52.2%

13.5%

47.9%

3.7%

0.0%

自健保

2.6%

0.5%

他組合

50.0%

8.3%

14.8%

41.7%

20.4%

9.2%

53.0%

0.0%0.0%

自健保

2.1%

0.4%

他組合

0.0%

年齢階層（歳）

構
成
割
合
（
％
）

17.1%

6.9%

服薬 情報提供（非肥満_検査値正常） 情報提供（非肥満_検査値リスク有） 情報提供（肥満_検査値正常） 動機付け支援 積極的支援

■情報提供の内在リスクの判定基準
・肥満： BMI25以上、または腹囲85cm（男性）・90cm （女性）以上
・検査値リスク有：下記のいずれか1つ以上該当
①血糖：空腹時血糖100mg/dl以上

（空腹時血糖を未測定の場合は、HbA1c 5.6%以上）
②脂質：中性脂肪150mg/dl以上またはHDLコレステロール40mg/dl未満
③血圧：収縮期血圧130mmHg以上または拡張期血圧85mmHg以上

※対象：2022年度継続在籍者 ※年齢：2022年度末40歳以上
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生活習慣病対策特定保健指導
〈流入出分析 被保険者〉

毎年一定数存在する特定保健指導「流入」群における「悪化・新40歳・新加入」の中でも、事前の流入予測
が可能な新40歳については対策を講じることが可能であり、具体的な事業へ繋げていく必要がある

396

89

295

85
134

70

33

123 122

43 31

91
33

300

200

100

0

100

200

300

400

500

600

700

特定保健指導
対象者
653

2020年度

14

2021年度

23

2022年度

26

流入（新加入/前年未受診）

流入（新40歳）

流入（健診値悪化/服薬中断）

リバウンド（再び対象者）

リピート（3年連続継続該当）

リピート（2年連続継続該当）

改善（健診値改善）

服薬（服薬による指導対象外）

流出（未受診/離脱）

（人）

※対象：各年度継続在籍被保険者
※年齢：各年度末40歳以上
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95%
(650人)

5%
(33人)

※対象：2022年度継続在籍者のうち、
2022年度健診で特定保健指導
の対象になった者

※年齢：2022年度末40歳以上

生活習慣病対策特定保健指導
〈実施率改善策 “隠れた服薬者”〉

特定保健指導対象者の中には服薬中の者が含まれており（問診回答が不適切）、把握できない部分で保健指
導と治療が混在しているケースが見受けられる

■レセプト定義：血圧・血糖・脂質関連の生活習慣病薬剤
■レセプト観察期間：健診受診月を含む前4か月間

生活習慣病薬剤のレセプトがあり、特定保健指導対象から除外できる群

被保険者全体

被扶養者

94%
(83人)

6%
(5人)

レセプト無し

レセプト有り

95%
(567人)

5%
(28人)
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※年度：2022年度
※対象：被保険者
※年齢：2022年度末40歳以上

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

非リスク者割合

他組合 非リスク者割合 62.7%

喫煙

113

運動 食事 飲酒 睡眠

84 114 101 99

2,895 945 2,623 3,033 2,084

591 2,439 715 334 1,264

83.0% 27.9% 78.6% 90.1% 62.2%

73.2% 33.4% 68.7% 89.2%

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

リスク者割合

他組合 リスク者割合

健診・問診分析サマリ〈被保険者全体〉

健康状況は、肥満、血圧、脂質の項目で他健保よりも良好
生活習慣は、喫煙、食事の項目で他健保よりも良好、運動の項目で他健保よりも不良

健康状況 生活習慣

（ ）内はスコア※グラフが外側に広がるほど良好

肥満

112

血圧 肝機能 脂質 血糖

128 106 120 93

2,131 2,465 2,341 2,850 2,188

1,356 1,022 1,145 635 1,295

38.9% 29.3% 32.8% 18.2% 37.2%

43.4% 37.4% 34.7% 21.9% 34.7%

0

50

100

150

肥満

(112)

血圧

(128)

肝機能

(106)

脂質

(120)

血糖

(93)

他組合 自健保

0

50

100

150

喫煙

(113)

運動

(84)

食事

(114)

飲酒

(101)

睡眠

(99)

他組合 自健保
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0

20

40

60

80

健診分析〈肥満〉

他組合と比較し、肥満者の割合が少ない

51.3%

46.0%49.0%
(1,119)

48.7%
(1,113)

2.4%
(62)

48.2%
(1,265)

49.4%
(1,298)

2.7%

45.9%
(1,199)

51.5%
(1,344)

2.6%
(68)

47.7%
(1,161)

49.7%
(1,209)

2.5%
(62)

48.7%
(1,264)

49.1%
(1,274)

2.2%
(57)

2,285 2,625 2,595 2,432 2,611
2.3%
(53)

やせ

標準

肥満

2020年度 2021年度 2022年度 他組合2022年度

男
性
被
保
険
者

女
性
被
保
険
者

構成比率 年齢階層別肥満率

23.7%

63.6%

12.7%

71.1%
(491)

14.8%
(102)

13.0%
(105)

71.5%
(578)

17.9%
(157)

64.8%
(568)

17.2%
(151)

17.3%
(141)

68.0%
(555)

14.7%
(120)

18.1%
(151)

66.3%
(552)

15.6%
(130)

15.5%
(125)

691 808 833 816 876
14.2%
(98)

年齢階層（歳）

BMI 腹囲

やせ <18.5 男性：<85
女性：<90標準 18.5≦ and <25

肥満 25≦ 男性：85≦ 女性：90≦

※年齢：各年度末40歳以上

（ ）内は人数

肥
満
率
（
％
）

被
扶
養
者

0

20

40

60

80

40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-

23.1%

63.7%

13.3%

65.6%
(837)

18.2%
(232)

2021年度

17.2%
(219)

63.1%
(804)

19.7%
(251)

14.7%
(183)

他組合
2022年度

66.9%
(831)

18.4%
(228)

2018年度

14.9%
(202)

65.0%
(880)

20.0%
(271)

2019年度

15.7%
(201)

65.2%
(834)

19.1%
(245)

2020年度

16.2%
(206)

1,242 1,353 1,280 1,275 1,274

2022年度
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2022年度年齢階層別構成割合（他組合比較）

※年度：2022年度

0

9

15
14

11
13 12

9
7

1 0
0

5

10

15

20

0 0 0

9

13
12 13

9

1 3 3 4 5 6 6 6
5

0

5

10

15

20

0-4 5-9 10-14 15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-

1

12

10 12 12
12 13

10
13

4

0

0

5

10

15

20

0 0 0 0
4

9

加入者特性〈属性・年齢階層別加入者構成割合〉

他組合と比べ60代前半の加入者構成割合が高いため、生活習慣病の重症化予防への取組が必要である

自健保 他組合

男
性
被
保
険
者

女
性
被
保
険
者

被
扶
養
者

構
成
割
合
（
％
）

年齢階層（歳）24



2020年度 2021年度 2022年度

0 2 4 6 8 10 12 14

新生物＜腫瘍＞

消化器系の疾患

呼吸器系の疾患

循環器系の疾患

内分泌，栄養
及び代謝疾患

皮膚及び
皮下組織の疾患

筋骨格系及び
結合組織の疾患

眼及び付属器の疾患

症状，徴候及び
異常臨床所見・
異常検査所見で

他に分類されないもの

神経系の疾患

0 2 4 6 8 10 12 14

呼吸器系の疾患

消化器系の疾患

新生物＜腫瘍＞

内分泌，栄養
及び代謝疾患

循環器系の疾患

皮膚及び
皮下組織の疾患

筋骨格系及び
結合組織の疾患

眼及び付属器の疾患

症状，徴候及び
異常臨床所見・
異常検査所見で

他に分類されないもの

神経系の疾患

0 2 4 6 8 10 12 14

呼吸器系の疾患

消化器系の疾患

新生物＜腫瘍＞

内分泌，栄養
及び代謝疾患

循環器系の疾患

皮膚及び
皮下組織の疾患

筋骨格系及び
結合組織の疾患

眼及び付属器の疾患

症状，徴候及び
異常臨床所見・
異常検査所見で

他に分類されないもの

神経系の疾患

疾病分析〈ICD10大分類別医療費構成割合上位10〉

疾病別の医療費構成としては、「内分泌、栄養及び代謝疾患（糖尿病、脂質異常症）」「循環器系（高血
圧）」「新生物（がん）」など、保健事業でカバーできる疾病の医療費割合が高い。

※医療費抽出方法：PDM法
※対象レセプト：医科、調剤
※疑い傷病：含む

医療費構成割合（%）
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281,290 417,656 3,751,995医療費 2022年度 - 102,227 123,863 90,673 85,410

26.5%

25.7%

10.0% 0.5%

10.0% 0.5%

27.3% 11.1% 0.6%

25.5% 9.2% 0.5%

割
合

2022年度

2020年度

- 14.1% 21.7% 22.6% 4.5%

- 12.8% 23.1% 22.8% 4.9%

2018年度 - 14.1% 20.5% 22.1% 4.4%

他組合
2022年度 - 13.1% 21.9% 23.7% 6.0%

939

900

352 18

350 19

880 357 18

該
当
者
数

2022年度

2020年度

65 498 769 801 160

143 449 809 798 171

2018年度 426 456 662 713 143

生活習慣病対策重症化予防
生活習慣病リスク分布〈被保険者〉

生活習慣病リスクが高いにもかかわらず治療を放置している群が一定数存在する。重症化予防として早期治
療に繋げるための対策の強化が必要

生活習慣病通院(治療)歴あり

生活
習慣病群

生活機能
低下群

重症化群

合併症なし 合併症進行 重篤な状態

2型糖尿病・高血圧
症・脂質異常症のい
ずれかがあり、合併
症はない状態

生活習慣病があり、
糖尿病性合併症・脳
血管疾患・冠動脈疾
患・虚血性心疾患が
ある状態

入院を伴う四肢切断
急性期・冠動脈疾患
急性期・脳卒中急性
期、および透析期の
状態

生活習慣病では未通院(未治療)

未把握
(健診未受診)

正常群 不健康群
患者
予備群

治療
放置群

正常 保健指導域 受診勧奨域 治療域不明

健診データなし
生活習慣病
レセプトなし

※対象：各年度継続在籍被保険者
※年齢：各年度末40歳以上
※医療費：該当者あたり医療費（円）＊歯科除く

空腹時血糖 100mg/dl未満
HbA1c 5.6％未満

血圧 130/85mmHg未満

中性脂肪 150mg/dl未満
LDL 120mg/dl未満
HDL 40mg/dl以上

空腹時血糖 100mg/dl以上
又はHbA1c 5.6％以上

血圧 130又は85mmHg以上

中性脂肪 150mg/dl以上
又はLDL 120mg/dl以上

空腹時血糖 110mg/dl以上
又はHbA1c 6.0％以上

血圧 140又は90mmHg以上

中性脂肪 300mg/dl以上
又はLDL 140mg/dl以上
又はHDL 40mg/dl未満

空腹時血糖 126mg/dl以上
又はHbA1c 6.5％以上

血圧 160又は100mmHg以上

中性脂肪 500mg/dl以上
又はLDL 180mg/dl以上
又はHDL 35mg/dl未満
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2022年度重症化群及び生活機能低下群
の2021年度の階層

2021年度受診勧奨対象である群
の2022年度の階層

生活習慣病対策重症化予防
〈治療放置の恐れがある群〉

生活習慣病受診勧奨域にもかかわらず2年連続治療放置者が多く存在する。医療機関未受診による重症化が疑
われる者が存在する

82.9%
(745人)

17.1%
(154人)

2021年度

3.1%
(28人)

1.8%
(16人)

17.5%
(157人)

52.9%
(476人)

12.1%
(109人)

10.6%
(95人)

1.8%
(16人)

0.2%
(2人)

2022年度

3.0%
(11人)

0.0%
(0人)

2.4%
(9人)

2.2%
(8人)

2.4%
(9人)

16.5%
(61人)

70.0%
(259人)

3.5%
(13人)

2021年度

95.1%
(352人)

4.9%
(18人)

2022年度

生活機能低下群

重症化群

生活習慣病群

治療放置群

患者予備群

不健康群

正常群

不明

※対象：各年度継続在籍被保険者
※年齢：各年度末40歳以上

2年連続受診勧奨対象である群
：585人（65.1%）

医療機関未受診による重症化が疑われる群
：17人（4.6%）

27



生活習慣病対策 重症化予防
生活習慣病医療費分析

3大生活習慣病医療費は、2018年度に比べ20.9％減少している。

※○○%：変化率
※○○pt：変化値

※医療費抽出方法：PDM法
※対象レセプト：医科、調剤
※疑い傷病：含む

8.3

8.5

8.3

9.2

8.9

-7.3%

13,806

15,204

14,764

17,378

16,867

-18.1%

12,613

12,732

12,771

12,932

13,051

-3.4%

55,618

61,984

62,831

73,827

74,544

-25.4%

1742022年度

1942021年度

1892020年度

2252019年度

2202018年度

-20.9%

24.8％

24.5％

23.5％

23.5％

22.6％

+2.2pt

年間の生活習慣病医療費（百万円） 加入者数（人）

加入者あたり医療費（円）

患者あたり医療費（円）

患者あたり受診日数（日）

生活習慣病受療率（％）
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5
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65

60

55

45

40

55

43

51 51 50

脂質異常症

4 4 4

肝疾患 腎不全

98

脳血管
疾患

9

医
療
費
（
百
万
円
）

38

30
32

2型糖尿病

61

9

15

高血圧症
（本態性）

15

虚血性
心疾患

1817

33

2型糖尿病
合併症

887

-6
(-16%)

-18
(-30%)

-1
(-1%)

0
(+1%)

+1
(+11%)

-14
(-43%)

-6
(-42%)

0
(+1%)

生活習慣病対策 重症化予防
主な疾病の医療費推移〈医療費比較〉

2018年度 2020年度 2022年度

※医療費抽出方法：PDM法
※対象レセプト：医科、調剤
※疑い傷病：除く
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0

200

400
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1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2022

83

1,176

2018

50

1,235

2020

54

2022 2018

5

1,299

316

2020

1,515

661

322

2022

767
729 726

1,259 1,285

54

1,576 1,604
1,646

299 321 328

患
者
数
（
人
）

44

723

2018

25

704

2020

27

699

2020

1,592

2022

1,566

338

296

2018

1,353

生活習慣病対策 重症化予防
主な疾病の患者数推移〈入院・外来別〉

※対象レセプト：医科
※疑い傷病：除く
※外来患者：各年度内に1度も医科入院レセプトが発生していない患者
※入院患者：各年度内に1度以上医科入院レセプトが発生している患者

外来患者

入院患者

2型糖尿病 高血圧症（本態性） 脂質異常症 肝疾患
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260
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23

228

2022
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2018

19

136 132

282
270

251

300
310

320

2020

71
81

患
者
数
（
人
）

910

126

2018

64

8

122

9

123

2022

38

244

2018

24 22

2022

55

2018

305

5

130

66

20202020

6

291

75

2022

15

生活習慣病対策 重症化予防
主な疾病の患者数推移〈入院・外来別〉

毎年一定数の生活習慣病での入院患者が存在している。人工透析導入により一人当たり医療費が最も高額と
なる腎不全の患者が明確に増加しており、重症化となる前の段階で留めることが強く求められる

外来患者

入院患者

2型糖尿病合併症 虚血性心疾患 脳血管疾患 腎不全

※対象レセプト：医科
※疑い傷病：除く
※外来患者：各年度内に1度も医科入院レセプトが発生していない患者
※入院患者：各年度内に1度以上医科入院レセプトが発生している患者
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2022年度受診勧奨対象である群
の2021年度の階層

2021年度生活習慣病通院（治療）群
の2022年度の階層

生活習慣病対策重症化予防
〈治療中断の恐れがある群〉

生活習慣病治療中断の恐れがある群が存在し、リスクが高い状態で放置されている可能性がある

13.7%
(132人)

1.4%
(13人)

18.7%
(180人)

48.7%
(468人)

11.0%
(106人)

5.7%
(55人)

0.7%
(7人)

0.0%
(0人)

2021年度

83.4%
(801人)

16.6%
(160人)

2022年度

71.2%
(926人)

27.3%
(355人)

1.5%
(20人)

2021年度

2.5%
(32人)

1.2%
(15人)

2.2%
(29人)

3.2%
(41人)

1.6%
(21人)

61.0%
(793人)

27.1%
(352人)

1.4%
(18人)

2022年度

生活機能低下群

重症化群

生活習慣病群

治療放置群

患者予備群

不健康群

正常群

不明

※対象：各年度継続在籍被保険者
※年齢：各年度末40歳以上

治療中断の恐れがある群
：62人（6.5%）

治療中断の恐れがある群
：62人（4.8%）
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※対象：尿蛋白とeGFRの検査値が揃っている者
※年度：2022年度継続在籍者
※医療機関未受診：慢性腎臓病、その他腎疾患での未受診者
※疑い傷病：含む ※対象レセプト：医科

CKD重症度分類

尿蛋白 区分

A1 A2 A3

合計正常 軽度蛋白尿 高度蛋白尿

【－】 【±】 【＋～】

ｅ
Ｇ
Ｆ
Ｒ

区
分

G1 正常 90以上

G2 正常または軽度低下 60～90未満

G3a 軽度～中等度低下 45～60未満

G3b 中等度～高度低下 30～45未満

G4 高度低下 15～30未満

G5 末期腎不全 15未満

合計

269

(238)

18 4 291

(18) (3) (259)

2,225 179 30 2,434

(2,000) (163) (24) (2,187)

350 29 9 388

(278) (21) (4) (303)

10 3 8 21

(4) (1) (4) (9)

0 0 0 0

(0) (0) (0) (0)

0 0 2 2

(0) (0) (0) (0)

2,854 229 53 3,136

(2,520) (203) (35) (2,758)

生活習慣病対策 重症化予防
CKD（慢性腎臓病）重症度別 受診状況

CKDステージマップ上、ハイリスクにもかかわらず腎症の治療実績のない加入者が一定数存在する。主に
G3b以下、尿蛋白＋以上を対象に専門医への受診を促す事業が必要

上段：該当者数／下段（ ）内：医療機関未受診者
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生活習慣病対策重症化予防
CKD（慢性腎臓病）重症度 経年推移

※対象：尿蛋白とeGFRの検査値が揃っている者
※年度：2021~2022年度継続在籍者
※医療機関未受診：慢性腎臓病、その他腎疾患での未受診者
※疑い傷病：含む ※対象レセプト：医科

リスク無 低度リスク 中度リスク 高度リスク 合計

リスク無

低度リスク

中度リスク

高度リスク

合計

2,001

(1,799)

204 19 0 2,224

(177) (16) (0) (1,992)

189 261 24 3 477

(162) (212) (14) (2) (390)

29 20 18 5 72

(28) (15) (15) (2) (60)

1 2 3 13 19

(1) (2) (3) (5) (11)

2,220 487 64 21 2,792

(1,990) (406) (48) (9) (2,453)

CKD重症度分類

尿蛋白 区分

A1 A2 A3
正常 軽度蛋白尿 高度蛋白尿

【－】 【±】 【＋～】

ｅ
Ｇ
Ｆ
Ｒ

区
分

G1 正常 90以上

G2 正常または軽度低下 60～90未満

G3a 軽度～中等度低下 45～60未満

G3b 中等度～高度低下 30～45未満

G4 高度低下 15～30未満

G5 末期腎不全 15未満

リスク無

・上段  ：該当者数

・下段（ ）内 ：当年度医療機関未受診者

・表内赤文字 ：前年度の階層から悪化した群、または

  前年度低度リスク以上で当年度の階層

  が維持の群

低度リスク

中度リスク
高度リスク

2022年度

２
０
２
１
年
度
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2型糖尿病治療中患者 174人

生活習慣病対策重症化予防
〈糖尿病患者 腎機能マップ〉

不明
eGFR、尿蛋白
検査値無し

腎機能低下疑い
※1

糖尿病のみ

※1 次のいずれかに該当：
eGFR30以上45未満／eGFR60未満のうち年間5以上の低下／尿蛋白（±または+）／収縮期血圧140mmHg以上／拡張期血圧90mmHg以上

（腎症1期から3期のいずれかに相当）

※2 腎症3期/腎症4期に相当

ア
ン
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
者

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
者

不
明
者

HbA1c及び空腹時血糖の検査値が無い

HbA1c6.5%未満かつ、空腹時血糖126mg/dl未満

HbA1c6.5%以上または、空腹時血糖126mg/dl以上

41人

20人

113人

※レセプト：医科入院外、調剤（2022年12月~2023年3月）
※健診：2022年度受診分（eGFR低下速度は2021年度受診分も参照）
※除外対象：2022年12月~2023年3月に人工透析が発生している者

尿蛋白(2+以上)または

eGFR30未満
※2

0人 4人70人 39人
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2型糖尿病治療中患者 155人 159人 162人 163人 174人

アンコントロール者 69人 89人 100人 99人 113人

アンコントロール者割合 ※3 44.5% 56.0% 61.7% 60.7% 64.9%

生活習慣病対策重症化予防
〈糖尿病患者 腎症病期分類割合〉

腎症病期に該当する人数は一定数存在。人工透析導入の防止に向け、病期進行の食い止めに向けた対策の強
化が必要

5

27
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37 39
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55

62 57

70
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0.2

0.3

0.4

0.5

0.6
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0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

0

10
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30

40
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60

70

80

90

100

110

120 ２
型
糖
尿
病
治
療
中
患
者
割
合
（
％
）

1.2%

0

2022年度

0

1.4%

2021年度

0

1.3%

2020年度

0

1.3%

2019年度

0

1.2%

2018年度

1 1 2 4

該
当
者
数
（
人
）

2型糖尿病治療中患者割合

不明
（eGFR、尿蛋白検査値無し）

糖尿病のみ

腎機能低下疑い※1

尿蛋白（2+以上）
またはeGFR30未満※2

※1 次のいずれかに該当
（腎症1期から3期のいずれかに相当）

・eGFR30以上45未満
・eGFR60未満のうち年間5以上の低下
・尿蛋白（±または+）
・収縮期血圧140mmHg以上
・拡張期血圧90mmHg以上

※2 腎症3期/腎症4期に相当

2型糖尿病治療中患者割合およびアンコントロール者（HbA1c6.5%以上または、空腹時血糖126mg/dl以上）腎症病期分類

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

※3 アンコントロール者割合：2型糖尿病治療中患者におけるアンコントロール者（HbA1c6.5%以上または、空腹時血糖126mg/dl以上）の割合

※レセプト：医科入院外、調剤（12月~翌年3月）
※健診：各年度受診分（eGFR低下速度は前年度受診分も参照）
※除外対象：12月~翌年3月に人工透析が発生している者
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疾病分析〈歯科総医療費〉

歯科医療費は2018年度2.6億円、2022年度2.9億円（＋10.3%)

年度別医療費推移 年度/年齢階層別医療費推移

0

50

300

250

200

150

100

126
(47.9%)

38
(14.4%)

2022年度

106
(36.5%)

137
(47.1%)

2021年度

48
(16.4%)

105
(37.4%)

45
(16.1%)

131
(46.6%)

2020年度

98
(37.4%)

41
(15.4%)

264
272

264

282
291

42
(15.3%)

124
(47.2%)

2019年度

97
(35.6%)

133
(49.1%)

2018年度

99
(37.7%)

+27
(+10.3%)
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20
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2
0
2
0

2
0
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1

2
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2

2
0
2
1

2
0
2
1

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
0

2
0
2
2

2
0
2
0

2
0
2
2

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
1

2
0
2
0

2
0
2
2

2
0
2
2

2
0
2
2

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
0

+1
(+3.2%)

-1
(-2.9%)

-2
(-7.3%)

-1
(-1.6%)

+2
(+5.3%)

+5
(+7.8%)

+4
(+7.7%)

+1
(+20.6%)

医
療
費
（
百
万
円
）

年度・年齢階層（歳）

0-9 10-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-

医
療
費
（
百
万
円
）

※対象レセプト：歯科

被扶養者

女性被保険者

男性被保険者
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2022年度未受診者の実態

48.4%

51.6%

0

20

40

60

80

100受
診
者
割
合
（
％
）

45.6%
(5,955人)

54.4%
(7,096人)

2018年度

44.2%
(5,721人)

55.8%
(7,211人)

2019年度

45.5%
(5,817人)

54.5%
(6,954人)

2020年度

43.5%
(5,538人)

56.5%
(7,194人)

2021年度

41.9%
(5,282人)

58.1%
(7,331人)

2022年度 他組合
2022年度

13,051人 12,932人 12,771人 12,732人 12,613人

歯科対策 重症化予防〈歯科受診割合〉

加入者全体の内約半数が一年間一度も歯科受診なし。その内3年連続未受診者は半分以上と非常に多く、これ
ら該当者への歯科受診勧奨が必要

歯科受診者割合

56.2%
(2,424人)

15.4%
(664人)

28.5%
(1,229人)

未受診

受診

※対象レセプト：歯科

3年間連続未受診

2年間連続未受診

1年間未受診

※2020年度～2022年度継続在籍者に限定
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歯科対策 重症化予防
〈被保険者・被扶養者別歯科受診割合〉

被保険者においては10代が、被扶養者においては20代の歯科受診率が低く、また被保険者は被扶養者と比べ
受診率が低い

※対象レセプト：歯科

年度別 歯科受診率

0

20

40

60

80

100受
診
率
（
％
）

46.5%
(2,926人)

53.5%
(3,370人)

45.7%
(2,858人)

54.3%
(3,390人)

46.5%
(2,877人)

53.5%
(3,314人)

43.7%
(2,713人)

56.3%
(3,490人)

43.0%
(2,681人)

57.0%
(3,547人)

被
保
険
者

被
扶
養
者

2022年度年齢階層別歯科受診率

0

20

40

60

80

100

44.8%
(3,029人)

55.2%
(3,726人)

2018年度

42.8%
(2,863人)

57.2%
(3,821人)

2019年度

44.7%
(2,940人)

55.3%
(3,640人)

2020年度

43.3%
(2,825人)

56.7%
(3,704人)

2021年度

40.7%
(2,601人)

59.3%
(3,784人)

2022年度

0

20

40

60

80

100

100.0%
(1人)

0.0%
(0人)

50.5%
(513人)

49.5%
(502人)

46.7%
(703人)

53.3%
(803人)

42.0%
(574人)

58.0%
(792人)

40.1%
(572人)

59.9%
(854人)

34.9%
(312人)

65.1%
(583人)

31.6%
(6人)

68.4%
(13人)

0

20

40

60

80

100

35.0%
(266人)

65.0%
(493人)

50-59

32.6%
(239人)39.9%

(635人)

60-69

47.2%
(34人)

52.8%
(38人)

70-

60.1%
(955人)

0-9

41.8%
(678人)

58.2%
(943人)

10-19

60.1%
(382人)

39.9%
(254人)

20-29

44.7%
(172人)

55.3%
(213人)

30-39

33.2%
(195人)

66.8%
(393人)

40-49

67.4%
(495人)

未受診 受診
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歯科対策 う蝕/歯周病 重症化率

う蝕又は歯周病にて治療中の者の内、一定数が重度疾患にて受診。重症化を防ぐための定期（早期）受診を
促す必要がある

う蝕重症度 歯周病重症度

10.1%

89.9%

0

20

40

60

80

100重
症
度
割
合
（
％
）

89.6%
(3,888人)

10.4%
(452人)

2018年度

90.9%
(3,703人)

9.1%
(369人)

2020年度

92.9%
(3,961人)

7.1%
(305人)

2022年度 他組合
2022年度

軽～中度

重度

10.4%

89.6%

0

20

40

60

80

100

89.9%
(5,618人)

10.1%
(628人)

2018年度

91.0%
(5,564人)

9.0%
(553人)

2020年度

92.0%
(6,055人)

8.0%
(526人)

2022年度 他組合
2022年度

軽～中度

重度

※対象レセプト：歯科
※疑い傷病：除く
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歯科対策 重症化予防
〈重度う蝕／重度歯周病年齢階層別 受療率比較〉

全ての年代に、う蝕又は歯周病の重度疾患者が存在している。加入者全体に向けて定期（早期）受診を促す
必要がある

0
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0

20

40
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100

120実
患
者
数
（
人
）

受
療
率
（
％
）

0

2

4

6

8

10

12

0

20

40

60

80

100

120

年齢階層（歳）

0-9 10-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-

2018実患者数

2020実患者数

2022実患者数

2018受療率

2020受療率

2022受療率

2022他組合受療率

年齢階層別 実患者数と受療率（経年比較）

※対象レセプト：歯科
※疑い傷病：除く

重
度
う
蝕

重
度
歯
周
病
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レセプト種別

医科入院

2018年度 2019年度 2020年度

86.3% 84.7% 77.6%

医科入院外 64.5% 67.8% 67.7%

調剤 78.5% 80.1% 82.5%

歯科 56.2% 45.3% 57.7%

全レセプト 76.0% 77.8% 79.9%

2021年度 2022年度

84.1% 89.4%

65.2% 68.6%

82.7% 83.6%

52.2% 63.8%

79.8% 81.6%

ジェネリック数量比率は目標の80％を超えている

74

76

78

80

82

84

86

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

目標値
80.0%

2022年度

自健保 他組合

数
量
割
合
（
％
）

レセプト種別 後発医薬品数量割合

行動特性〈年度別後発医薬品数量割合推移〉 ※対象レセプト：全て
※各年度末月（3月度）の数量割合
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行動特性〈2022年度月別後発医薬品数量割合推移〉 ※年度：2022年度
※対象レセプト：全て

レセプト種別

医科入院

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

82.9% 78.5% 74.3% 80.8% 79.9% 80.9% 84.0% 80.0% 88.8% 90.7% 89.0% 89.4%

医科入院外 68.8% 63.8% 66.2% 66.0% 66.3% 64.1% 68.2% 67.7% 69.3% 69.6% 66.8% 68.6%

調剤 82.5% 83.0% 82.9% 82.9% 83.6% 83.8% 82.9% 83.6% 84.0% 84.1% 83.4% 83.6%

歯科 39.4% 52.9% 51.3% 53.2% 53.1% 52.8% 54.0% 48.3% 42.9% 55.8% 48.8% 63.8%

全レセプト 80.2% 79.8% 80.1% 80.2% 80.8% 80.7% 80.6% 81.3% 81.6% 82.0% 80.9% 81.6%

76

78

80

82

84

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

目標値
80.0%

3月

自健保 他組合

レセプト種別 後発医薬品数量割合

数
量
割
合
（
％
）
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医療費適正化対策〈後発医薬品使用状況：年齢階層別〉

被保険者・被扶養者ともに60代が最も削減期待値が大きい（現状で先発品の薬剤費シェア率が高い）
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被保険者 被扶養者
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0-9 10-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-

※対象：2022年度診療分
※対象レセプト：全て
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医療費適正化対策
ジェネリック医薬品置換による効果額シミュレーション

全て最安値の後発品に切り替えた場合、30百万円の薬剤費減少が見込める

72

80

2022年度
（現状）

0

123

2022年度
（置換後シミュレーション）

先発品（後発品あり）

後発品

153

123

削減可能額
-30

(-19.6%)

※薬剤費（百万円）

※対象レセプト：全て
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2022年度年齢階層別構成割合（他組合比較）

※年度：2022年度
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加入者特性〈属性・年齢階層別加入者構成割合〉

他組合と比べ60代前半の加入者構成割合が高いため、生活習慣病の重症化予防への取組が必要である

自健保 他組合

男
性
被
保
険
者

女
性
被
保
険
者

被
扶
養
者

構
成
割
合
（
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）

年齢階層（歳）46



※対象：2023年1月~3月のレセプト
※1剤の定義：同月内・同一医療機関・同一成分の処方が

 14日以上のものを1剤としている
※個人ごとの最大剤数で集計

医療費適正化対策 ポリファーマシー

薬剤処方において有害事象の発生リスクが高まる「6剤」以上の併用が見られる加入者が多く存在する
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年齢階層
グラフ内の数値は、人数
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40-49

50-59

60-69

70-

多剤服用者割合：10.6% 多剤服用者割合：8.3%
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1

診療科 実患者数
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診
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0
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70-

医療費適正化対策 頻回受診

頻回受診者の主な診療科

＜前期高齢者＞＜65歳未満＞

1

診療科 実患者数

内科 7

2 整形外科 4

3 泌尿器科 3

4

5

※実患者数 2人の他診療科あり

※対象：レセプト発生者 ※年度：2022年度
※対象レセプト：医科入院外
※頻回：同一医療機関での月内の受診日数が12日以上の月が

同一医療機関で3カ月以上連続で発生している

泌尿器科 3

整形外科 1

消化器科 3

眼科 2
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1

ICD10中分類 実患者数

高血圧性疾患 2

2 その他の脊柱障害 1

3 リンパ組織，造血組織及び関連組織の悪性新生物＜腫瘍＞，原発と記載された又は推定されたもの 1

4 口唇，口腔及び咽頭の悪性新生物＜腫瘍＞ 1

5

1

ICD10中分類 実患者数

原因不明の新たな疾患の暫定分類 27

2 上気道のその他の疾患 23

3 その他の急性下気道感染症 9

4 急性上気道感染症 6

5 慢性下気道疾患 6

医療費適正化対策 はしご受診

0

5

10

15

20

25

30

35

40は
し
ご
受
診
者
数
（
人
）

0-4 5-9 10-14 15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69

年齢階層（歳）

40
(5%)

7
(1%)

8
(1%) 6

(1%) 3
(0%)

3
(0%)

8
(1%) 5

(1%) 3
(0%)

5
(1%)

6
(1%)

8
(1%) 6

(1%)
6
(1%) 2

(3%)

70-

はしご受診者の主な疾病分類（はしご受診に該当する疾病分類のみ）

＜前期高齢者＞＜65歳未満＞

※実患者数 1人の他疾病分類あり

※年度：2022年度
※対象レセプト：医科入院外
※はしご受診：同一傷病での同月内の受診医療機関数が3施設以上
※疑い傷病：含む

慢性下気道疾患 1
49



年間医療費
レンジ

加入者 医療費

人数（人） 割合 医療費（百万円） 割合

0円

1円～10万円未満

10万円～50万円未満

50万円～100万円未満

100万円～200万円未満

200万円～300万円未満

300万円～400万円未満

400万円～500万円未満

500万円～

合計

894

6,542

674 -220 7.0% 5.3% 0 0 0 0.0% 0.0%

6,144 -398 51.4% 48.7% 299 300 1 13.6% 12.5%

4,649 5,088 439 36.5% 40.3% 956 1,035 79 43.4% 43.2%

393 411 18 3.1% 3.3% 271 283 12 12.3% 11.8%

138 178 40 1.1% 1.4% 191 245 54 8.7% 10.2%

46 50 4 0.4% 0.4% 109 121 13 4.9% 5.1%

27 20 -7 0.2% 0.2% 93 70 -22 4.2% 2.9%

13 15 2 0.1% 0.1% 59 67 8 2.7% 2.8%

30 33 3 0.2% 0.3% 227 273 45 10.3% 11.4%

12,732 12,613 -119 2,205 2,394 189

医療費適正化対策〈医療費レンジ別加入者数・医療費〉

2021年度 2022年度
増減

(2022‐2021)
2021年度 2022年度 2021年度 2022年度

増減
(2022‐2021)

2021年度 2022年度
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0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26

新生物＜腫瘍＞

循環器系の疾患

消化器系の疾患

内分泌，栄養
及び代謝疾患

神経系の疾患

筋骨格系及び
結合組織の疾患

腎尿路生殖器系の疾患

損傷，中毒及び
その他の外因の影響

呼吸器系の疾患

症状，徴候及び異常臨床
所見・異常検査所見で
他に分類されないもの

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26

新生物＜腫瘍＞

内分泌，栄養
及び代謝疾患

消化器系の疾患

周産期に発生した病態

筋骨格系及び
結合組織の疾患

循環器系の疾患

症状，徴候及び異常臨床
所見・異常検査所見で
他に分類されないもの

損傷，中毒及び
その他の外因の影響

腎尿路生殖器系の疾患

神経系の疾患

医療費適正化対策 高額患者の医療費構成割合

被保険者 被扶養者

医療費構成割合（％）

※対象：2022年度 年間医療費100万円以上の者
※医療費抽出方法：PDM法
※対象レセプト：医科、調剤
※疑い傷病：含む
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医療費適正化対策
高齢者の医療費因数分解〈60~64歳〉

60歳～64歳の加入者数減少に伴い、総医療費も減少

※○○%：変化率
※○○pt：変化値

21.6

21.4

20.2

22.4

22.4

-3.6%

336,305

353,289

339,338

339,988

324,444

+3.7%

1,095

1,107

1,104

1,108

1,160

-5.6%

348,726

372,823

358,841

357,407

340,901

+2.3%

3682022年度

3912021年度

3752020年度

3772019年度

3762018年度

-2.2%

96.4％

94.8％

94.6％

95.1％

95.2％

+1.3pt

年間の医療費（百万円） 加入者数（人）

加入者あたり医療費（円）

患者あたり医療費（円）

患者あたり受診日数（日）

受療率（％）

52



医療費適正化対策
高齢者の医療費因数分解〈65歳以上〉

※○○%：変化率
※○○pt：変化値

23.6

21.5

21.1

22.5

23.3

+1.4%

424,799

335,951

340,418

307,710

319,484

+33.0%

625

632

601

603

544

+14.9%

443,238

368,613

370,636

333,122

354,693

+25.0%

2652022年度

2122021年度

2052020年度

1862019年度

1742018年度

+52.8%

95.8％

91.1％

91.8％

92.4％

90.1％

+5.8pt

年間の医療費（百万円） 加入者数（人）

加入者あたり医療費（円）

患者あたり医療費（円）

患者あたり受診日数（日）

受療率（％）
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事業主と産業医・産業保健師との連携
生産性関連指標 プレゼンティーズム

体質的な要因や作業環境及び職場環境に要因となりえる疾患など、必要に応じて事業主と情報を共有し、対
策を講じる必要がある

受療率（外来）

※対象：2022年度在籍被保険者
※対象レセプト：医科
※疑い傷病：除く

■プレゼンティーズム
出勤しているものの、健康問題によって生産性
が低下している状態

33.3

2.6 4.1 3.0 3.1

8.5 7.3
5.1

3.6

24.3

2.3
3.8 2.8 2.0

7.3
5.6 4.5

3.3

0

5

10

15

20

25

30

35受
療
率
（
％
）

自健保 他組合

4.2
4.9 4.7

9.8

3.6

10.4

8.4

10.9

5.4

4.1

5.2
4.7

8.2

3.2

9.3

7.5

9.7

4.7

0

2

4

6

8

10

12受
診
日
数
（
日
）

アレルギー性
鼻炎

頭痛 月経関連
疾患

腰痛 難聴 不眠症 神経性障害
（不安障害など）

気分障害
（うつ病など）

めまい・
メニエール病

体質的な要因が大きいが、体調に応じてメリハ
リをつけた勤務を容認するなど環境改善が有意
義な疾患

特定の作業環境に発症リスク
が潜んでいないか要確認とな
る疾患

心理的なストレスが生じやすい職場環境となっていないか、改め
て見直すことが有意義な疾患

患者一人あたり受診日数（外来）
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事業主と産業医・産業保健師との連携
生産性関連指標 アブセンティーズム

新型コロナウィルス感染症を除き受療率自体は低いが、罹患すると日常生活にや業務にも大きな影響を及ぼ
すため、健診/検診やリスク者への対策の徹底が望まれる

受療率（入院含む）

※対象：2022年度在籍被保険者
※対象レセプト：医科
※疑い傷病：除く

■アブセンティーズム
健康問題が原因となり欠勤など業務自体が
行えない状態

0.9 0.9 0.6 1.3 1.1

20.0

1.0 0.8 0.4
1.5 1.3

18.2

0

5

10

15

20

25受
療
率
（
％
）

自健保 他組合

11.1

19.5

13.3

9.3

1.2 1.6

16.4

20.8 20.4

8.3

1.3 1.7

0

5

10

15

20

25受
診
日
数
（
日
）

循環器系入院 慢性腎臓病 がん入院 2型糖尿病性合併症 インフルエンザ／肺炎 新型コロナウ
イルス感染症

健診／検診及び、リスク者への早期治療の徹底により抑制が見込める疾患 ワクチン接種／手洗い／うがいなどの徹底によ
り抑制が見込める疾患

患者一人あたり受診日数（入院含む）
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
・全体でも目標値である85％に対し0.7ポイント超過達成している
・健診受診率は2021年度と比較して増加。伸びしろは被扶養者であり、受
診率上昇に向けた対策強化が必要
・被扶養者では特に60代後半〜70代の健診受診率が低く、よりリスクの高
まる世代における健康把握ができていない

 ・健診受診機会の周知および機会拡大
・健診未受診者への受診勧奨

2
・被扶養者において直近3年連続健診未受診者が多く存在し、リスク状況が
未把握の状態が長く続いている
・直近年度健診未受診者の内、2年連続未受診者が多くを占めている。また
未受診者の中には普段から医療機関に受診している者も多く存在しているた
め、個別の状況に合わせた介入が必要

 ・健診受診機会の周知および機会拡大
・健診未受診者への受診勧奨 

3
・服薬者割合が2018年度と比較し増加している。正常群の割合が減少して
いる
・被保険者は他組合と比べ60代以降の服薬者割合が高い。薬剤に頼らない、
正常群の割合を高める働きかけが必要

 ・会社と協働で特定保健指導の重要性・必要性の認知度を高める
・保健指導参加機会の提供・周知

4

・毎年一定数存在する特定保健指導「流入」群における「悪化・新40歳・新
加入」の中でも、事前の流入予測が可能な新40歳については対策を講じるこ
とが可能であり、具体的な事業へ繋げていく必要がある
・特定保健指導対象者の中には服薬中の者が含まれており（問診回答が不適
切）、把握できない部分で保健指導と治療が混在しているケースが見受けら
れる

 ・会社と協働で生活改善の重要性・必要性の認知度を高める
・若年者や予備群に対し、将来的なリスクを低減させる取り組みを行う 

5
・健康状況は、肥満、血圧、脂質の項目で他健保よりも良好。生活習慣は、
喫煙、食事の項目で他健保よりも良好、運動の項目で他健保よりも不良
・他組合と比較し、肥満者の割合が少ない

 ・肥満者数を減少させることで、将来的な生活習慣病リスクおよび特定
保健指導対象者数を減少させる

6

・他組合と比べ60代前半の加入者構成割合が高いため、生活習慣病の重症化
予防への取組が必要である
・生活習慣病リスクが高いにもかかわらず治療を放置している群が一定数存
在する。重症化予防として早期治療に繋げるための対策の強化が必要
・3大生活習慣病医療費は、2018年度に比べ20.9％減少している。
・2型糖尿病合併症、腎不全それぞれで医療費が増加している
・毎年一定数の生活習慣病での入院患者が存在している。人工透析導入によ
り一人当たり医療費が最も高額となる腎不全の患者が明確に増加しており、
重症化となる前の段階で留めることが強く求められる

 ・生活習慣病ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるよ
うに受診を促し、疾病の重症化を防ぐ 

7 ・生活習慣病治療中断の恐れがある群が存在し、リスクが高い状態で放置さ
れている可能性がある  ・対象者本人に状況を確認のうえ、本人の判断によって放置している場

合は受診を促し、重症化を予防する

ア

イ

ウ

エ，オ

カ，キ

ク，ケ，コ，
サ，シ

ス
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8

・CKDステージマップ上、ハイリスクにもかかわらず腎症の治療実績のない
加入者が一定数存在する。主にG3b以下、尿蛋白＋以上を対象に専門医への
受診を促す事業が必要
・特に腎症のアンコントロール者の内、まだ打ち手が可能と思われる糖尿病
のみの群および、腎機能低下疑いの群については個別の介入が必要
・腎症病期に該当する人数は一定数存在。人工透析導入の防止に向け、病期
進行の食い止めに向けた対策の強化が必要

 ・腎症ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるように受
診を促し、疾病の重症化を防ぐ 

9

・歯科医療費は2018年度2.6億円、2022年度2.9億円（＋10.3%)
・被扶養者においては20代の歯科受診率が低く、また被保険者は被扶養者と
比べ受診率が低い
・う蝕又は歯周病にて治療中の者の内、一定数が重度疾患にて受診。重症化
を防ぐための定期（早期）受診を促す必要がある
・全ての年代に、う蝕又は歯周病の重度疾患者が存在している。加入者全体
に向けて定期（早期）受診を促す必要がある

 ・歯科に関するアンケートや独自の問診を行い、リスク状態の把握およ
び自覚を促す
・有所見者に対し歯科受診勧奨を行う



10
・ジェネリック数量比率は目標の80％を超えている
・被保険者・被扶養者ともに60代が最も削減期待値が大きい（現状で先発品
の薬剤費シェア率が高い）
・全て最安値の後発品に切り替えた場合、30百万円の薬剤費減少が見込める

 ・全加入員への継続的な啓蒙活動の実施
・後発医薬品への切替余地があるターゲットへ重点的に切替を促す

11
・加入者構成割合を考慮し、優先的な適正服薬の推進、頻回受診・はしご受
診の減少への取組が必要である
・薬剤処方において有害事象の発生リスクが高まる「6剤」以上の併用が見
られる加入者が多く存在する
・60歳〜64歳の加入者数減少に伴い、総医療費も減少

 ・有害事象が疑われる加入者に対し、服薬の適正化を図るための介入を
行う 

12

・体質的な要因や作業環境及び職場環境に要因となりえる疾患など、必要に
応じて事業主と情報を共有し、対策を講じる必要がある
・新型コロナウィルス感染症を除き受療率自体は低いが、罹患すると日常生
活にや業務にも大きな影響を及ぼすため、健診/検診やリスク者への対策の
徹底が望まれる
・不妊治療は、保険適用の拡大もあり以後注視が必要

 ・事業所別に健康レポートを作成し、全体の意識を高める 

基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
・当健保組合は総合健保組合の中では、加入者が少ない。
・事業所が全国に点在している。
・被保険者は男性が７割を占めている
・被保険者は、４０代未満より４０代以上が多い。
・当健保組合には、医療専門職が不在。

 ・加入者が全国に点在しているため、加入者個人への働きかけは、効率性、効果性から
有効でないため、事業主の協働が重要。
・平均年齢が高いため、生活習慣病等の重症化対策を重視。
・健康管理委員の活用が不可欠であり、生活習慣病の重症化予防等、広報活動の協働が
重要。

保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

セ

ソ，タ

チ，ツ

テ，ト

ナ
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1
・特定健診の受診率が高い。
・特定保健指導の実施率が低い。
・人間ドック等の実施率は、被保険者は高いが、配偶者は低い。
・体育奨励事業に関して、参加者等が固定化されている。

 ・特定保健指導の実施率が低いため、事業主との協働とともに、保健指導対象者が受け
たくなるような工夫を検討する。
・配偶者の人間ドック等の実施率向上のため、広報活動の方策を検討する。
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　事業所別健康レポート（コラボヘルス）
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　後発医薬品切替促進
　疾病予防 　生活習慣病重症化予防（治療放置者への通院勧奨）
　疾病予防 　生活習慣病重症化予防（治療中断者への通院勧奨）
　疾病予防 　慢性腎臓病重症化予防（治療放置者への通院勧奨）
　疾病予防 　歯科対策
　疾病予防 　適正服薬促進、適正服薬の取組
個別の事業個別の事業
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　健保連情報紙購入
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　保健指導相談会
　保健指導宣伝 　月刊「赤ちゃんと！」誌配付
　疾病予防 　生活習慣病健診・人間ドック
　疾病予防 　電話健康相談
　疾病予防 　メンタルヘルス電話並びに面接相談
　疾病予防 　メンタルヘルス管理職研修
　体育奨励 　体育奨励事業
　体育奨励 　地区別体育大会
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
・特定健康診査実施率の向上（被扶養者）
・特定保健指導実施率の向上
・生活習慣病高リスク者や生活習慣病治療中断者への受診勧奨
・慢性腎臓病予備群や糖尿病予備群への受診勧奨
・歯科検診への受診勧奨

事業全体の目標事業全体の目標
・特定健康診査実施率を常時８５％以上を保つ
・特定保健指導実施率を３０％以上に引き上げる
・受診勧奨通知を通じて、重症化予防に努める
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- - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
保険者） 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,任意
継続者

３ ケ,サ 事業主と連携し、受診機
会の拡大を図る ア,カ,ク

健康管理システムを構築
し、データによる管理を
進める

事業主と協力し、受診環
境及び未受診者に対する
受診勧奨を徹底する

事業主と協力し、受診環
境及び未受診者に対する
受診勧奨を徹底する

事業主と協力し、受診環
境及び未受診者に対する
受診勧奨を徹底する

事業主と協力し、受診環
境及び未受診者に対する
受診勧奨を徹底する

事業主と協力し、受診環
境及び未受診者に対する
受診勧奨を徹底する

事業主と協力し、受診環
境及び未受診者に対する
受診勧奨を徹底する

健康状態未把握者を減少させることでリス
ク者の状況を把握し、適切な改善介入に繋
げるための基盤を構築する

・全体でも目標値である85％に対
し0.7ポイント超過達成している
・健診受診率は2021年度と比較し
て増加。伸びしろは被扶養者であ
り、受診率上昇に向けた対策強化
が必要
・被扶養者では特に60代後半〜70
代の健診受診率が低く、よりリス
クの高まる世代における健康把握
ができていない

特定健診実施率(【実績値】94.1％　【目標値】令和6年度：95.0％　令和7年度：95.7％　令和8年度：96.1％　令和9年度：96.9％　令和10年度：97.6％　令和11
年度：98.1％)健康状態未把握者を減少させることでリスク者の状況を把握し、適切な改善介入に繋げるための基盤を構築する

内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】12.7％　【目標値】令和6年度：12.3％　令和7年度：11.8％　令和8年度：11.4％　令和9年度：10.9％　令和10年度：10.5％　令和11年度：10.0％)内臓脂肪症候群該当者割
合

- - - - - -

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
扶養者） 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

被扶養
者,任意
継続者

３ ケ
健診未受診者のパターン
分析を基にパターン毎の
コンテンツによる健診勧
奨通知を送付し、健診受
診を促す

カ,ク
条件別の該当者抽出や通
知物の作成・発送はサー
ビス提供事業者に委託し
、業務負担の軽減を図る

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

健康状態未把握者を減少させることでリス
ク者の把握状況を強め、適切な改善介入に
繋げるための基盤を構築する

・被扶養者において直近3年連続健
診未受診者が多く存在し、リスク
状況が未把握の状態が長く続いて
いる
・直近年度健診未受診者の内、2年
連続未受診者が多くを占めている
。また未受診者の中には普段から
医療機関に受診している者も多く
存在しているため、個別の状況に
合わせた介入が必要

特定健診実施率(【実績値】69.4％　【目標値】令和6年度：69.8％　令和7年度：70.4％　令和8年度：71.5％　令和9年度：72.0％　令和10年度：72.7％　令和11
年度：73.9％)- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】12.7％　【目標値】令和6年度：12.3％　令和7年度：11.8％　令和8年度：11.4％　令和9年度：10.9％　令和10年度：10.5％　令和11年度：10.0％)-

- - - - - -
特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 ３ オ,ク,ケ,コ

,サ

・業務時間中の実施が可
能になるよう事業主に働
きかける
・ICT指導を活用し、実施
機会を拡大する
・医療機関での健診当日
の指導が拡大するよう機
関側に働きかける

ア,イ,ウ,カ
,ケ

事業主・医療機関・サー
ビス提供業者と連携して
進めていく

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

保健指導実施率の向上および対象者割合の
減少

・服薬者割合が2018年度と比較し
増加している。正常群の割合が減
少している
・被保険者は他組合と比べ60代以
降の服薬者割合が高い。薬剤に頼
らない、正常群の割合を高める働
きかけが必要

特定保健指導実施率(【実績値】15.1％　【目標値】令和6年度：17.6％　令和7年度：20.1％　令和8年度：22.6％　令和9年度：25.1％　令和10年度：27.6％　令和
11年度：30.1％)- 特定保健指導対象者割合(【実績値】14.5％　【目標値】令和6年度：14.2％　令和7年度：13.9％　令和8年度：13.6％　令和9年度：13.3％　令和10年度：12.9％　令和11年度：12.5％)-

- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

1 新
規

事業所別健康
レポート（コ
ラボヘルス）

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ ス

事業所別の健康状態を図
るレポートを作成し、共
有することで全体の健康
意識の底上げを図る

ア サービス提供業者と連携
して進めていく

レポートを作成し、事業
所と課題を共有。課題の
気づきの創出および解決
に向けたフォローを行う

レポートを作成し、事業
所と課題を共有。課題の
気づきの創出および解決
に向けたフォローを行う

レポートを作成し、事業
所と課題を共有。課題の
気づきの創出および解決
に向けたフォローを行う

レポートを作成し、事業
所と課題を共有。課題の
気づきの創出および解決
に向けたフォローを行う

レポートを作成し、事業
所と課題を共有。課題の
気づきの創出および解決
に向けたフォローを行う

レポートを作成し、事業
所と課題を共有。課題の
気づきの創出および解決
に向けたフォローを行う

事業所ごとの個別の健康課題を把握して解
決に向けることで、労働生産性・パフォー
マンスの向上を図る

・体質的な要因や作業環境及び職
場環境に要因となりえる疾患など
、必要に応じて事業主と情報を共
有し、対策を講じる必要がある
・新型コロナウィルス感染症を除
き受療率自体は低いが、罹患する
と日常生活にや業務にも大きな影
響を及ぼすため、健診/検診やリス
ク者への対策の徹底が望まれる
・不妊治療は、保険適用の拡大も
あり以後注視が必要

レポート作成回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 満足度（別途アンケート実施）(【実績値】-　【目標値】令和6年度：70.0％　令和7年度：75.0％　令和8年度：80.0％　令和9年度：82.0％　令和10年度：84.0％　令和11年度：86.0％)-
加入者への意識づけ加入者への意識づけ

- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

7 既
存

後発医薬品切
替促進 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ キ,ク

レセプトより期間ごとの
先発品処方者を抽出し、
切替促進のための通知を
送付する

カ サービス提供業者と連携
して進めていく

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

後発医薬品への切替を推奨し、医療費支出
を抑制する

・ジェネリック数量比率は目標の8
0％を超えている
・被保険者・被扶養者ともに60代
が最も削減期待値が大きい（現状
で先発品の薬剤費シェア率が高い
）
・全て最安値の後発品に切り替え
た場合、30百万円の薬剤費減少が
見込める

対象者への通知実施率(【実績値】100.0％　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.
0％　令和11年度：100.0％)- 後発品数量比率（組合全体）(【実績値】84.0％　【目標値】令和6年度：84.4％　令和7年度：84.8％　令和8年度：85.2％　令和9年度：85.6％　令和10年度：85.8％　令和11年度：86.0％)-

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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疾
病
予
防

4 既
存

生活習慣病重
症化予防（治
療放置者への
通院勧奨）

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,キ,ク

健診データおよびレセプ
トよりハイリスクかつ未
治療者を抽出し、該当者
に早期受診を促す受診勧
奨通知を送付する

イ,ウ,ケ サービス提供業者と連携
して進めていく

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

早期受診を行うことで重症化を防ぎ、将来
的な重大イベント発生を抑制する

・他組合と比べ60代前半の加入者
構成割合が高いため、生活習慣病
の重症化予防への取組が必要であ
る
・生活習慣病リスクが高いにもか
かわらず治療を放置している群が
一定数存在する。重症化予防とし
て早期治療に繋げるための対策の
強化が必要
・3大生活習慣病医療費は、2018年
度に比べ20.9％減少している。
・2型糖尿病合併症、腎不全それぞ
れで医療費が増加している
・毎年一定数の生活習慣病での入
院患者が存在している。人工透析
導入により一人当たり医療費が最
も高額となる腎不全の患者が明確
に増加しており、重症化となる前
の段階で留めることが強く求めら
れる

受診勧奨対象者への案内送付率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：10
0.0％　令和11年度：100.0％)- 受診勧奨後の受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：10.0％　令和7年度：12.0％　令和8年度：14.0％　令和9年度：16.0％　令和10年度：18.0％　令和11年度：20.0％)-

- - - - - -

4 新
規

生活習慣病重
症化予防（治
療中断者への
通院勧奨）

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,キ,ク

レセプトより治療中断者
を抽出し、該当者に継続
受診を促す通知を送付す
る

イ,ウ,ケ サービス提供業者と連携
して進めていく

治療中断者に対して治療
を再開してもらうよう促
す

治療中断者に対して治療
を再開してもらうよう促
す

治療中断者に対して治療
を再開してもらうよう促
す

治療中断者に対して治療
を再開してもらうよう促
す

治療中断者に対して治療
を再開してもらうよう促
す

治療中断者に対して治療
を再開してもらうよう促
す

適正受診を続けることで重症化を防ぎ、将
来的な重大イベント発生を抑制する

・生活習慣病治療中断の恐れがあ
る群が存在し、リスクが高い状態
で放置されている可能性がある

受診勧奨対象者への案内送付率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：10
0.0％　令和11年度：100.0％)- 受診勧奨後の受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：32.0％　令和7年度：34.0％　令和8年度：36.0％　令和9年度：38.0％　令和10年度：40.0％　令和11年度：42.0％)-

- - - - - -

4 新
規

慢性腎臓病重
症化予防（治
療放置者への
通院勧奨）

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,キ,ク

健診データおよびレセプ
トよりハイリスクかつ未
治療者を抽出し、該当者
に早期受診を促す受診勧
奨通知を送付する

イ,ウ,ケ サービス提供業者と連携
して進めていく

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

早期受診を行うことで重症化を防ぎ、将来
的な重大イベント発生を抑制する

・CKDステージマップ上、ハイリ
スクにもかかわらず腎症の治療実
績のない加入者が一定数存在する
。主にG3b以下、尿蛋白＋以上を
対象に専門医への受診を促す事業
が必要
・特に腎症のアンコントロール者
の内、まだ打ち手が可能と思われ
る糖尿病のみの群および、腎機能
低下疑いの群については個別の介
入が必要
・腎症病期に該当する人数は一定
数存在。人工透析導入の防止に向
け、病期進行の食い止めに向けた
対策の強化が必要

受診勧奨対象者への案内送付率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：10
0.0％　令和11年度：100.0％)- 受診勧奨後の受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：10.0％　令和7年度：12.0％　令和8年度：14.0％　令和9年度：16.0％　令和10年度：18.0％　令和11年度：20.0％)-

- - - - - -

4 新
規 歯科対策 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,ウ,キ,ク

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

ウ サービス提供業者と連携
して進めていく

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

定期的な歯科受診を促すことで将来的な重
度症状の発症を予防する

・歯科医療費は2018年度2.6億円、
2022年度2.9億円（＋10.3%)
・被扶養者においては20代の歯科
受診率が低く、また被保険者は被
扶養者と比べ受診率が低い
・う蝕又は歯周病にて治療中の者
の内、一定数が重度疾患にて受診
。重症化を防ぐための定期（早期
）受診を促す必要がある
・全ての年代に、う蝕又は歯周病
の重度疾患者が存在している。加
入者全体に向けて定期（早期）受
診を促す必要がある

受診勧奨通知後の受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：20.0％　令和7年度：22.0％　令和8年度：24.0％　令和9年度：26.0％　令和10年度：28.0％　令和1
1年度：30.0％)- 歯科受診率（組合全体）(【実績値】50.0％　【目標値】令和6年度：52.0％　令和7年度：54.0％　令和8年度：56.0％　令和9年度：58.0％　令和10年度：60.0％　令和11年度：62.0％)-

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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5 新
規

適正服薬促進
、適正服薬の
取組

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ キ,ク

有害事象の発生リスクの
高い対象者を抽出し、適
正処方に向けた服薬情報
に関する通知を行う

カ サービス提供業者と連携
して進めていく

有害事象の発生リスクの
高い対象者を抽出し、適
正処方に向けた服薬情報
に関する通知を行う

有害事象の発生リスクの
高い対象者を抽出し、適
正処方に向けた服薬情報
に関する通知を行う

有害事象の発生リスクの
高い対象者を抽出し、適
正処方に向けた服薬情報
に関する通知を行う

有害事象の発生リスクの
高い対象者を抽出し、適
正処方に向けた服薬情報
に関する通知を行う

有害事象の発生リスクの
高い対象者を抽出し、適
正処方に向けた服薬情報
に関する通知を行う

有害事象の発生リスクの
高い対象者を抽出し、適
正処方に向けた服薬情報
に関する通知を行う

適正服用を推進することで有害事象の発生
を防ぐことと併せ、医療費適正化を目指す

・加入者構成割合を考慮し、優先
的な適正服薬の推進、頻回受診・
はしご受診の減少への取組が必要
である
・薬剤処方において有害事象の発
生リスクが高まる「6剤」以上の併
用が見られる加入者が多く存在す
る
・60歳〜64歳の加入者数減少に伴
い、総医療費も減少

対象者への通知実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100.0％　令和7年度：100.0％　令和8年度：100.0％　令和9年度：100.0％　令和10年度：100.0％　令
和11年度：100.0％)- 通知後の有害事象リスクの改善者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：20.0％　令和7年度：22.0％　令和8年度：24.0％　令和9年度：26.0％　令和10年度：28.0％　令和11年度：30.0％)-

個別の事業個別の事業
- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

5 既
存 機関誌発行 全て 男女

18
〜
74

被保険
者,任意
継続者

１ ス
機関誌編集会議により誌
面内容を検討。
株式会社　法研に委託し
機関誌を発行する。

シ

年４回、健保組合の情報
、健康情報等を機関誌に
て広報する。
機関誌は、事業所へ配送
し、事業所担当者から被
保険者へ配付する。

当健康保険組合の事業状
況や健康保険制度の解説
や仕組みなどの情報提供
。

当健康保険組合の事業状
況や健康保険制度の解説
や仕組みなどの情報提供
。

当健康保険組合の事業状
況や健康保険制度の解説
や仕組みなどの情報提供
。

当健康保険組合の事業状
況や健康保険制度の解説
や仕組みなどの情報提供
。

当健康保険組合の事業状
況や健康保険制度の解説
や仕組みなどの情報提供
。

当健康保険組合の事業状
況や健康保険制度の解説
や仕組みなどの情報提供
。

加入者への情報提供、広報。
○当組合の現況の説明
○特定健診受診率の向上
○特定保健指導実施率の向上
○生活習慣病の減少率の向上
○ジェネリック医薬品の利用促進の向上

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

機関誌配付(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：10
0％)年4回　機関誌発行。自宅へ持って帰ってもらえるような記事の掲載。

機関誌配付(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)被扶養者への健康情報の周知。婦人生活習慣
病健診受診率の向上

- - - - - -

5,8 既
存

健保連情報紙
購入 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ス

○健康保険組合連合会よ
り「すこやか健保」の購
入。
○事業所並びに議員へ配
付。

シ -
事業所、組合会議員に配
付。現行の健康保険制度
の解説や仕組みなどの情
報提供。

事業所、組合会議員に配
付。現行の健康保険制度
の解説や仕組みなどの情
報提供。

事業所、組合会議員に配
付。現行の健康保険制度
の解説や仕組みなどの情
報提供。

事業所、組合会議員に配
付。現行の健康保険制度
の解説や仕組みなどの情
報提供。

事業所、組合会議員に配
付。現行の健康保険制度
の解説や仕組みなどの情
報提供。

事業所、組合会議員に配
付。現行の健康保険制度
の解説や仕組みなどの情
報提供。

健康保険組合連合会の活動報告や健康保険
組合が置かれている情報発信の提供。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

健保連発刊「すこやか健保」配付(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：10
0％　令和11年度：100％)事業所、組合会議員に配付。現行の健康保険制度の解説や仕組みなどの情報提供。

健保連発刊「すこやか健保」配付(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)事業所、組合会議員に
配付。現行の健康保険制度の解説や仕組みなどの情報提供による意識の向上。

- - - - - -

8 既
存 医療費通知 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

医療機関（医科・歯科・
調剤）、柔道整復師等の
保険給付した内容を毎月
、受診した被保険者、被
扶養者を対象に発行し、
事業所あてに送付する。
また、任意継続被保険者
は自宅あてに送付する。

シ 当健康保険組合内のシス
テムにより作成

医療費や病院名を記載す
ることで、重複診療や無
駄な受診の抑制を図る。

医療費や病院名を記載す
ることで、重複診療や無
駄な受診の抑制を図る。

医療費や病院名を記載す
ることで、重複診療や無
駄な受診の抑制を図る。

医療費や病院名を記載す
ることで、重複診療や無
駄な受診の抑制を図る。

医療費や病院名を記載す
ることで、重複診療や無
駄な受診の抑制を図る。

医療費や病院名を記載す
ることで、重複診療や無
駄な受診の抑制を図る。

医療機関（医科・歯科・調剤）、柔道整復
師等の保険給付した内容を毎月、受診した
被保険者、被扶養者を対象に発行し、事業
所あてに送付する。また、任意継続被保険
者は自宅あてに送付する。自身の使用した
医療費を理解していただくことを目標とす
る。

・加入者構成割合を考慮し、優先
的な適正服薬の推進、頻回受診・
はしご受診の減少への取組が必要
である
・薬剤処方において有害事象の発
生リスクが高まる「6剤」以上の併
用が見られる加入者が多く存在す
る
・60歳〜64歳の加入者数減少に伴
い、総医療費も減少

医療費通知(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：10
0％)医療機関（医科、歯科、調剤）、柔道整復師の保険給付した内容を被保険者、被扶養者に対し毎月通知する。

医療費通知(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)医療費や病院名を記載することで、重複診療
や無駄な受診の抑制を図る。

- - - - - -

1,5,8 既
存

保健指導相談
会 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ２ サ,ス

○事業所で実施する、メ
ンタルヘルス研修や生活
習慣病研修等の講演、個
別指導、研修に要した費
用の一部を補助する。
○年度内２回まで開催が
でき、１開催７０，００
０円を上限として補助金
を支給する。

ア,イ,ウ,シ
事前に共催の申込。開催
後、提出された書類の確
認。

事業所で実施する、メン
タルヘルス研修や生活習
慣病研修等の講演、個別
指導、研修に要した費用
の一部を補助する

事業所で実施する、メン
タルヘルス研修や生活習
慣病研修等の講演、個別
指導、研修に要した費用
の一部を補助する

事業所で実施する、メン
タルヘルス研修や生活習
慣病研修等の講演、個別
指導、研修に要した費用
の一部を補助する

事業所で実施する、メン
タルヘルス研修や生活習
慣病研修等の講演、個別
指導、研修に要した費用
の一部を補助する

事業所で実施する、メン
タルヘルス研修や生活習
慣病研修等の講演、個別
指導、研修に要した費用
の一部を補助する

事業所で実施する、メン
タルヘルス研修や生活習
慣病研修等の講演、個別
指導、研修に要した費用
の一部を補助する

事業所で実施する、メンタルヘルス研修や
生活習慣病研修等の講演、個別指導、研修
を通じて、被保険者の健康維持、メンタル
不調者の早期発見、早期対策を目的として
実施する。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

保健指導相談会(【実績値】20.8％　【目標値】令和6年度：22.0％　令和7年度：23.0％　令和8年度：24.0％　令和9年度：25.0％　令和10年度：26.0％　令和11
年度：27.0％)事業所で実施する、メンタルヘルス研修や生活習慣病研修等の講演、個別指導、研修に要した費用の一部補助をする。（1事業所7万円、年度2回補助
）

保健指導相談会(【実績値】20.8％　【目標値】令和6年度：22.0％　令和7年度：23.0％　令和8年度：24.0％　令和9年度：25.0％　令和10年度：26.0％　令和11年度：27.0％)事業所で実施する、メンタルヘルス
研修や生活習慣病研修等の講演、個別指導、研修に要した費用の一部補助をする。被保険者の健康維持。

- - - - - -

5 既
存

月刊「赤ちゃ
んと！」誌配
付

全て 女性

18
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ ス

出産した被保険者、被扶
養者に対し、育児書を自
宅に委託先から送付。

シ
出産育児一時金支給申請
書を基に、株式会社赤ち
ゃんとママに委託。

- - - - - -
○育児専門書を毎月自宅宛てに送付して、
最新の情報が得られる。
○多くの情報が蔓延している中で、的確な
情報を得られる。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

-
(アウトプットは設定されていません)

-
(アウトカムは設定されていません)

147,090 147,090 147,090 147,090 147,090 147,090

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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疾
病
予
防

3

既
存(

法
定)

生活習慣病健
診・人間ドッ
ク

全て 男女
30
〜
74

基準該
当者 ２ ス

○事業所より年度当初に
実施計画を提出。当組合
の指定実施項目以上の健
診に要した費用の一部を
補助（当該年度内３０歳
以上を対象）。
○３０歳以上の被保険者
とその配偶者に対して１
０，０００円、３５歳以
上の被保険者とその配偶
者に対して２５，０００
円の補助を実施。

ア,シ -

事業所より年度当初に実
施計画を提出。当組合の
指定実施項目以上の健診
に要した費用の一部を補
助（当該年度内３０歳以
上を対象）

事業所より年度当初に実
施計画を提出。当組合の
指定実施項目以上の健診
に要した費用の一部を補
助（当該年度内３０歳以
上を対象）

事業所より年度当初に実
施計画を提出。当組合の
指定実施項目以上の健診
に要した費用の一部を補
助（当該年度内３０歳以
上を対象）

事業所より年度当初に実
施計画を提出。当組合の
指定実施項目以上の健診
に要した費用の一部を補
助（当該年度内３０歳以
上を対象）

事業所より年度当初に実
施計画を提出。当組合の
指定実施項目以上の健診
に要した費用の一部を補
助（当該年度内３０歳以
上を対象）

事業所より年度当初に実
施計画を提出。当組合の
指定実施項目以上の健診
に要した費用の一部を補
助（当該年度内３０歳以
上を対象）

健診率の向上、特に配偶者健診率の向上の
ため、広報活動を強化することを目標とす
る。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

健診受診率の向上(【実績値】76.6％　【目標値】令和6年度：78.0％　令和7年度：80.0％　令和8年度：82.0％　令和9年度：84.0％　令和10年度：86.0％　令和
11年度：88.0％)当該年度内に30歳以上の被保険者とその被扶養配偶者に対し補助を実施。

健診受診率の向上(【実績値】76.6％　【目標値】令和6年度：78.0％　令和7年度：80.0％　令和8年度：82.0％　令和9年度：84.0％　令和10年度：86.0％　令和11年度：88.0％)健康状態の確認。疾病の早期発見
、早期治療。

- - - - - -

8 既
存 電話健康相談 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

電話による健康相談。専
門家による２４時間３６
５日サポート。夜間、休
日にも対応でき、症状に
よっては、病院等の照会
もする。

シ
株式会社　法研に委託し
実施している。相談方法
を広報誌、リーフレット
等により加入者に広報し
ている。

緊急性の低い症状での医
療受診を抑制する。

緊急性の低い症状での医
療受診を抑制する。

緊急性の低い症状での医
療受診を抑制する。

緊急性の低い症状での医
療受診を抑制する。

緊急性の低い症状での医
療受診を抑制する。

緊急性の低い症状での医
療受診を抑制する。

病院に受診する前に電話相談を活用するこ
とによって、夜間・休日診療や重複診療の
削減等により適正受診の向上を目標とする
。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

電話健康相談事業(【実績値】395件　【目標値】令和6年度：423件　令和7年度：465件　令和8年度：512件　令和9年度：563件　令和10年度：620件　令和11年
度：682件)電話による健康相談。夜間・休日で救急の必要性、病院等に通院する前に電話で相談し、その場での対処法や救急性があれば、可能性のある症状の説明
に対応。

電話健康相談事業(【実績値】395件　【目標値】令和6年度：423件　令和7年度：465件　令和8年度：512件　令和9年度：563件　令和10年度：620件　令和11年度：682件)利用者に適切な情報を提供。

- - - - - -

8
既
存

メンタルヘル
ス電話並びに
面接相談

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス

専門家による電話カウン
セリング、面談カウンセ
リングを実施することに
より、メンタルへする疾
患対策を行っている。

シ
株式会社　法研に委託し
実施している。相談方法
を広報誌、リーフレット
等により加入者に広報し
ている。

・受診する前に相談でき
る状況を提供する。
・受診後も心のケアを目
的に利用促進する。

・受診する前に相談でき
る状況を提供する。
・受診後も心のケアを目
的に利用促進する。

・受診する前に相談でき
る状況を提供する。
・受診後も心のケアを目
的に利用促進する。

・受診する前に相談でき
る状況を提供する。
・受診後も心のケアを目
的に利用促進する。

・受診する前に相談でき
る状況を提供する。
・受診後も心のケアを目
的に利用促進する。

・受診する前に相談でき
る状況を提供する。
・受診後も心のケアを目
的に利用促進する。

精神疾患による医療費、傷病手当金の減少
。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

メンタルヘルスカウンセリング事業(【実績値】67件　【目標値】令和6年度：70件　令和7年度：77件　令和8年度：85件　令和9年度：94件　令和10年度：103件
　令和11年度：113件)メンタル疾患者等に電話、面接によるカウンセリングによる悩み相談を行う。

メンタルヘルスカウンセリング事業(【実績値】67件　【目標値】令和6年度：70件　令和7年度：77件　令和8年度：85件　令和9年度：94件　令和10年度：103件　令和11年度：113件)メンタル疾病患者の減少
。

- - - - - -

8 既
存

メンタルヘル
ス管理職研修 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,基準
該当者

１ ス
メンタルヘルス疾患に対
する管理・監督者の意識
の向上、対応方法を学ぶ
。

シ

東京カウンセリングセン
ターから講師を招き、講
演会や実技を交えたグル
ープ討議、コミュニケー
ション術等を実際に体験
して職場で活用してもら
う。

○開催場所を大阪、名古
屋、仙台で選定する。
○公共の宿泊・会議が利
用できるホテルをなるべ
く選定する。
○講演会場は、ゆったり
した広さを選定する。

○開催場所を大阪、名古
屋、仙台で選定する。
○公共の宿泊・会議が利
用できるホテルをなるべ
く選定する。
○講演会場は、ゆったり
した広さを選定する。

○開催場所を大阪、名古
屋、仙台で選定する。
○公共の宿泊・会議が利
用できるホテルをなるべ
く選定する。
○講演会場は、ゆったり
した広さを選定する。

○開催場所を大阪、名古
屋、仙台で選定する。
○公共の宿泊・会議が利
用できるホテルをなるべ
く選定する。
○講演会場は、ゆったり
した広さを選定する。

○開催場所を大阪、名古
屋、仙台で選定する。
○公共の宿泊・会議が利
用できるホテルをなるべ
く選定する。
○講演会場は、ゆったり
した広さを選定する。

○開催場所を大阪、名古
屋、仙台で選定する。
○公共の宿泊・会議が利
用できるホテルをなるべ
く選定する。
○講演会場は、ゆったり
した広さを選定する。

精神疾患の職員の早期発見、コミュニケー
ションの取り方、必要であれば受診勧奨を
促す。また、復職者へのアプローチの仕方
等を学ぶことを目標とする。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

メンタルヘルス管理職研修会(【実績値】46人　【目標値】令和6年度：53人　令和7年度：53人　令和8年度：53人　令和9年度：53人　令和10年度：53人　令和1
1年度：53人)（44事業所）メンタルへする疾患に対する管理・監督者の意識の向上、対応方法を学ぶ。

メンタルヘルス管理職研修会(【実績値】46人　【目標値】令和6年度：53人　令和7年度：53人　令和8年度：53人　令和9年度：53人　令和10年度：53人　令和11年度：53人)（44事業所）職場内でのメンタル
へする疾患者への対応。

- - - - - -

体
育
奨
励

8 既
存 体育奨励事業 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ２ ス

○被保険者が体育事業や
レクレーション等を通じ
て、健康増進や職場環境
のリフレッシュを図る。
○事業所や職場、グルー
プ単位でおこなった体育
事業等に対して、年度中
、一人、１，５００円を
上限として、費用の一部
を補助する。

シ
申請書と同時に費用明細
書、領収書の写しを提出
し、内容を確認したうえ
で支給をする。

広報誌やホームページで
周知をする。

広報誌やホームページで
周知をする。

広報誌やホームページで
周知をする。

広報誌やホームページで
周知をする。

広報誌やホームページで
周知をする。

広報誌やホームページで
周知をする。

被保険者が体育事業やレクレーション等を
通じて、健康増進や職場環境のリフレッシ
ュを図る

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

健康増進(【実績値】1,046人　【目標値】令和6年度：1,151人　令和7年度：1,266人　令和8年度：1,392人　令和9年度：1,531人　令和10年度：1,685人　令和11
年度：1,853人)事業所が実施する体力づくり事業等による健康増進の促進。

健康増進(【実績値】1,046人　【目標値】令和6年度：1,151人　令和7年度：1,266人　令和8年度：1,392人　令和9年度：1,531人　令和10年度：1,685人　令和11年度：1,853人)各種体力づくり等の事業参加によ
る健康増進に寄与。

- - - - - -

8 既
存

地区別体育大
会 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ２ ス

○体育事業を通じて事業
所間の健康増進や親睦、
リフレッシュを図る。
○地区別体育大会を開催
する地区の幹事事業所か
ら、実施計画書を添えて
共催の申出を受け、趣旨
に適合していることを確
認のうえ、共催の通知を
するとともに、１事業所
３０，０００円の補助金
を支給する。

シ
大会内容を確認のうえ、
賞状や熨斗紙を送付する
。

広報誌やホームページで
周知をする。

広報誌やホームページで
周知をする。

広報誌やホームページで
周知をする。

広報誌やホームページで
周知をする。

広報誌やホームページで
周知をする。

広報誌やホームページで
周知をする。

体育事業を通じて事業所間の健康増進や親
睦、リフレッシュを図る。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

全国を8地区に別けて体育大会を実施する事業(【実績値】7地区　【目標値】令和6年度：8地区　令和7年度：8地区　令和8年度：8地区　令和9年度：8地区　令和1
0年度：8地区　令和11年度：8地区)事業所間の健康増進や親睦、リフレッシュ。

全国を8地区に別けて体育大会を実施する事業(【実績値】7地区　【目標値】令和6年度：8地区　令和7年度：8地区　令和8年度：8地区　令和9年度：8地区　令和10年度：8地区　令和11年度：8地区)各種体育大
会参加事業による健康増進に寄与。

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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